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ワーキングペーパーリスト
No. １ 米地文夫・平塚明：遊牧民と狩猟民と農耕民の出会うところ 
 ――'98・'99中国“熱河山地”自然環境調査ノート―― （2000年１月１日）
No. ２ 土井時久：岩手山火山活動の観光入込みへの影響 （2000年３月31日）
 （2002年3月の増刷時にタイトル「火山活動情報の観光などへの経済的影響」に変更）
No. ３ 土井時久：フードシステムの構造変動要因 （2000年３月31日）
No. ４ 元田良孝・高嶋裕一・堀篭義裕：中山間過疎地域の日常生活における情報通信の利用状況
 ――岩泉・田野畑地域におけるアンケート調査結果―― （2000年５月22日）
No. ５ Naofumi Muraki：Monotonic Convolution and Monotonic Lévy-Hinčin Formula 
  （2000年11月13日）














No. 13 米地文夫・平塚明：ハマナスの分布と名称についての植物地理学的研究 （2003年６月23日）
No. 14 米地文夫・増子義孝：アジア・ナショナリズムとサウンドスケープおよび楽曲
 ――インドネシアと日本の激動期の歌曲を中心に―― （2003年６月30日）
No. 15 脇田健一：階層化された流域管理システムの構築 （2003年７月20日）
No. 16 信夫隆司：ウェントのコンストラクティヴィズム （2003年７月22日）
No. 17 信夫隆司：米国立公文書館調査（2003年12月）報告書（第1報）
 ――国務省公電にみる商業捕鯨モラトリアムの原点―― （2003年12月）





No. 21 野崎道哉：岩手県における民間企業資本ストックの計測 （2004年11月１日）
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No. 22 信夫隆司：キッシンジャーと若泉敬の電話記録
 ――米国立公文書館Kissinger Telcons 紹介―― （2004年11月８日）
No. 23 信夫隆司：佐藤−ニクソン会談（1969年）関連の若泉敬資料 （2005年８月22日）
No. 24 高嶋裕一：地域ブランド戦略の政策学的理解 （2005年８月23日）
No. 25 信夫隆司：佐藤−ニクソン会談（1969年）――資料紹介―― （2005年10月４日）









No. 31 信夫隆司：日米繊維交渉に関する外務省史料集成　第2集（1969年10月～11月） （2007年５月25日）
No. 32 信夫隆司：日米繊維交渉に関する外務省史料集成　第3集（1969年12月～1970年1月）
  （2007年５月25日）
No. 33 信夫隆司：日米繊維交渉に関する外務省史料集成　第4集（1970年2月～3月） （2007年６月５日）
No. 34 信夫隆司：日米繊維交渉に関する外務省史料集成　第5集（1970年5月～6月） （2007年６月５日）
No. 35 信夫隆司：日米繊維交渉に関する外務省史料集成　第6集（1970年8月～10月） （2007年６月12日）
No. 36 信夫隆司：日米繊維交渉に関する外務省史料集成　第7集（1970年11月） （2007年７月13日）
No. 37 信夫隆司：日米繊維交渉に関する外務省史料集成　第8集（1970年12月） （2007年７月13日）
No. 38 高嶋裕一：「大学モデル」の諸類型と地域貢献の理論
 ――大学の公益性に着目して―― （2007年７月14日）
No. 39 Nobuo Koida: The Law of Iterated Choquet Expectation （2007年12月５日）





No. 43 岩手県立大学　地域貢献研究会：地域貢献研究会年報2007 （2008年８月25日）
No. 44 和川央：主観的満足度に関する一考察
 ――政府による「豊かさ」論の変遷―― （2008年10月14日）
No. 45 土井時久・今井敏信：北海道における薄荷生産の変遷とその経済的意義 （2008年11月１日）
No. 46 高嶋裕一・長澤忠輝：人口流出率の予測について 
 ――岩手県のデータによる実証分析事例―― （2008年11月２日）
No. 47  桒田但馬・岩手県立大学総合政策学部「農山漁村地域の再生・発展に関する総合政策的研究」ゼミナール：
 全国町村の社会経済調査シリーズ№3　岩手県西和賀町社会経済調査報告書 （2009年３月11日）




No. 50 山本克彦・宮城好郎・高嶋裕一：いわて子どもの森に関する事後評価研究報告書 （2009年７月６日）



























 ――IPU E-MAPの事例―― （2011年5月30日）





















 Senecio pseudo‐arnica  Less.（キク科）個体群の現状について （2012年2月20日）
No. 77 岩手県立大学総合政策学部・就業力育成委員会：就業力尺度IPU E-MAPを用いた学生集団評価
 ――2011年後期の分析―― （2012年2月21日）
































 2013年度前期IPU E-MAP報告 （2013年9月30日）





No. 98 小船克也 ・ 高嶋裕一：浄化槽法第11 条に基づく検査の受検率低迷とその要因
 ――国会審議において提示された論点を中心に―― （2014年3月27日）
No. 99 高嶋裕一・和川央：グラフィカルモデリングを用いた政策効果分析システム （2014年5月26日）





 ――「大槌町の情報発信に関するアンケート調査」の分析（1） ―― （2015年1月20日）
No.103 近藤信一・野坂美穂：被災地沿岸地域における協業化の成立要件 （2015年3月3日）
No.104 高嶋裕一：二つの就業力計測テストの比較について
 ― PROGとE-map の比較を例として― （2015年3月16日）
No.105 高嶋裕一：就業力計測テストにおけるワーディングの工夫について
 ― E-map の設問見直しへの示唆― （2015年3月17日）
No.106 高嶋裕一：岩手県大槌町の地域情報化計画を対象とした震災 復興に寄与する情報発信方法に関す
る予備的な検討















 総合政策研究科の将来構想に関する報告書  （2016年3月24日）
No.114 Tee Kian Heng・高嶋裕一：若者に選ばれる飲食店の特徴
 ―平成27年度経営経済調査実習報告書― （2016年4月1日）
No.115 高嶋裕一・伊藤修人・藤原良彦：児童数減少の小学校経営に及ぼす影響








No.120 Tee Kian Heng・高嶋裕一：友人へのプレゼントの選び方
 ―平成28年度経営・調査実習報告書　― （2017年3月3日）













No.130  土井時久・畠山尚史・藤田直聡：戦後北海道酪農史（5） （2017年12月8日）





















〒020-0693  岩手県滝沢市巣子152-52  
岩手県立大学総合政策学部  総合政策学会事務局  川守田　宛て
2） 以下の口座に振込後、電子メール（yuri_k@ipu-office.iwate-pu.ac.jp）
または電話で振込日をご一報ください。

















































































①　本会則は、1998（平成 10）年 10 月 7 日から施行する。
②　普通会員・特別会員の年会費は 2,000 円とし、購読会員の年会費は 1,000 円とする。  
③　初年度の役員の任期は、第 10 条にかかわらず、2000（平成 12）年 3 月 31 日までとする。
④　最初の事業年度の始期は、第 14 条にかかわらず、本会設立の日とする。
　　附　則（1999（平成 11）年 12 月 15 日改正）
本会則は、1999（平成 11）年 12 月 15 日から施行する。
　　附　則（2000（平成 12）年 5 月 17 日改正）
本会則は、2000（平成 12）年 5 月 17 日から施行する。
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　　附　則（2001（平成 13）年 5 月 16 日改正）
本会則は、2001（平成 13）年 5 月 16 日から施行する。
　　附　則（2007（平成 19）年 6 月 20 日改正）
本会則は、2007（平成 19）年 6 月 20 日から施行する。
　附　則（2014（平成 26）年 1 月 28 日改正）
本規程による附則（1998（平成 10）年 10 月 7 日施行）第 2 項の改正は、2014（平成 26 年）年 4 月 1
日から施行する。ただし、改正日以前に生じた会費についてはなお従前の例による。
　附　則（2014（平成 26）年 6 月 18 日改正）


















本規程は、1998（平成 10）年 10 月 7 日より施行する。
　　附　則
本規程は、1999（平成 11）年 9 月 22 日より施行する。
　　附　則





















































































本規程は、1998（平成 10）年 10 月 7 日から施行する。
　　附則
本規程は、1999（平成 11）年 9 月 22 日から施行する。
　　附則
本規程は、2001（平成 13）年 3 月 28 日から施行する。
　　附則
本規程は、2003（平成 15）年 11 月 19 曰から施行する。
　　附則
本規程は、2004（平成 16）年 5 月 19 日から施行する。
　　附則
本規程は、2005（平成 17）年 6 月 1 日から施行する。
　　附則
本規程は、2006（平成 18）年 5 月 17 日から施行する。
　　附則
本規程は、2011（平成 23）年 5 月 18 日から施行する。
　　附則
本規程は、2013（平成 25）年 10 月 31 日から施行する。
　附則
本規程は、2013（平成 25）年 12 月 4 日から施行する。
　附則
本規程は、2014（平成 26）年 10 月 29 日から施行する。
　
　附則







本規程は、2017（平成 29）年 6 月 13 日から施行する。
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